
台湾経済部（MOEA・経産省に相当）の指導
のもと、2012年に「台日産業連携推進オフィス
（TJPO）」が設立され、台湾日本関係協会と日本
台湾交流協会の枠組みで「日台産業協力架け橋プ
ロジェクト協力強化に関する覚書」に署名し、日
台共同で産業連携の強化に尽力してきました。
TJPOは、これまで覚書に基づいて日台双方の
産業協力を推進することを目的として、日台の産
業動向や協力のニーズに合わせて戦略を練ってい
ます。台湾の核心的技術動向や政府の方針に沿っ
たテーマを取り上げ、「台日産業連携架け橋フォ
ーラム」の開催を行っております。今年度は電気
自動車（EV）や先端カーエレクトロニクスに焦
点を当て、８月31日に東京で開催されました。
台湾のEV技術や先端カーエレクトロニクス技術
を紹介するだけでなく、日本のEVキープレーヤ
ーを招待し、日台連携に関する新たなビジネスに
ついて共有します。
フォーラムの開会挨拶には、王美花経済部長（経
産省大臣に相当）が登壇し、スマート・EVを発
展させるとともに車載チップ及びAI技術に関連
する応用が注目され、各国は積極的に取り組んで
いると述べました。台湾はICTや半導体生産の主
要なハブになったことと同様の観点から、台湾の
ティア１クラスのEVサプライヤーを生み出すこ
とができるよう、業界のサポートに注力しており、
日本の自動車エコシステムに繋ぎ、台湾をEV関
連製品の世界的なサプライヤーにしていく考えだ
と語りました。また、日本台湾交流協会の花木出

専務理事はEVについても、電機産業において分
厚い基盤のある台湾は日本企業にとってまたとな
い連携相手となっていくものと期待していると述
べました。
加えて、2022年にTSMCはソニーグループや

デンソーと熊本県に工場を建設する予定であり、
日台企業連合で半導体需要の高い自動車産業の協
力を取り付け、経済安全保障にもつながるサプラ
イチェーン強靱化が期待されます。TJPOは熊本
県とさらに多様的な分野での連携を強化するため
に、双方が産業協力MOUを締結することで合意
し、開会挨拶後、調印式が行われました。
調印式ではTJPOの呂正欽執行長と熊本県商工

労働部の三輪孝之部長がそれぞれ署名を行い、経
済部の王美花部長と熊本県の木村敬副知事が見届
け人として立ち会いました。これはTJPOにとっ
て10自治体目となるもので １、今後、双方はお互
いのネットワークを通じて、商談会、セミナー、

１　�提携済みの9自治体は、三重県、和歌山県、秋田県、高知県、愛媛県、香川県、鹿児島県、大阪府、神戸市（締結順）。
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人材関連の取り組みなどの活動により、半導体や
モバイルITなどの先端テクノロジー分野でのビ
ジネスが活発となることを推進していきます。

この度のフォーラムのメインテーマに則り、講
演ではTJPOの陳龍課長が台湾ICT産業の強みや
半導体産業の日台産業連携チャンス及びビジョン
の説明を行い、財団法人車輛研究測試センター

（ARTC）王正健・総経理が台湾におけるEV展開
のビジネスチャンスを説明しながら、EVや自動
運転といった新たな分野に台湾業者の技術力に関
して語りました。また、義隆電子（ELAN Mi-
croelectronics）葉宗穎社長付は自社のマルチカ
メラによる人物認識技術、AIをベースにしたイ
ンテリジェント交通システム、先進運転システム
であるADASに至るまで幅広いトータルソリュー
ションを紹介しました。

また日本側として車載エレクトロニクス実装研
究所三宅敏広・代表を講師に招聘し、自動車業界
でCASEに向けた自動車・カーエレクトロニクス
の動向のみならず、実装技術における課題につい
ても述べました。最後に、株式会社ZMP西村明
浩・取締役が自社の次世代自動運転技術開発の取
り組みにつき講演しました。

台湾の供給業者（ベンダー）の車載電子や

ADASなどの技術に対する開発が進むとともに、
EVについてはさらに業界の動きが活発になって
います。たとえば、フォックスコンは「Mobility 
in Harmony（MIH）オープンEVプラットフォー
ム」を構築し、台湾の裕隆汽車と共同で「フォッ
クストロン（Foxtron）」ブランドを立ち上げ、
昨年EVの試作車を発表しました。これは、新興
市場での革新を後押しする大きな前進であり、こ
うした動きは今後も続くものと思われます。自動
車産業において、日本の強みと台湾のローカル資
源を組み合わせた新しい産業連携がフォーラムを
通じて具現化していくきっかけになることを期待
しています。

調印式
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